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１．経緯

我が国のエネルギー消費において，民生部門
は最終エネルギー消費の３割を占め，他部門に
比べ増加が顕著であることから，徹底的な省エ
ネルギーの推進が喫緊の課題となっている。ま
た，東日本大震災における電力需給の逼

ひっ

迫
ぱく

や国
際情勢の変化によるエネルギー価格の不安定化
等を受けて，エネルギー・セキュリティーの観
点からも建築物のエネルギー自給（自立）の必
要性が強く認識されている。
このような背景から，建築物内外の環境品質
を低下させることなく，大幅な省エネルギーを
実現する ZEB（Net Zero Energy Building）に
注目が集まっている。我が国では，「エネル
ギー基本計画」（2014 年４月閣議決定）におい
て，「建築物については，2020 年までに新築公
共建築物等で，2030 年までに新築建築物の平
均で ZEBを実現することを目指す」とする政
策目標が設定されている。また，2015 年７月
にとりまとめられた「長期エネルギー需給見通
し」においても，2030 年の目標として定めら
れている省エネルギー量を達成するため，「ZEB
（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）実現に向
けた取組等により高度な省エネルギー性能を有
する建築物の普及を推進する」ことが前提と
なっている。このように，ZEB の実現・普及
は，我が国のエネルギー需給の抜本的改善の切

り札となる等，極めて社会的便益が高いもので
あり，エネルギー基本計画等の目標の確実な達
成のためにも注目されている。
一方，ZEB に関しては，国際エネルギー機
関（IEA）が 2008 年の洞爺湖サミットにおい
て，G 8 各国に対し導入目標の設定および市場
の拡大措置を求めたことに検討の端を発し，
2009 年に「ZEBの実現と展開に関する研究会」
を開催し，「ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・
ビル）の実現と展開について」という報告書を
とりまとめている。

２．ZEBとは

ZEBとは，Net Zero Energy Building（ネッ
ト・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で，「ゼブ」
と呼ぶ。快適な室内環境を実現しながら，建物
で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロ
にすることを目指した建物のことである。建物
の中では人が活動しているため，エネルギー消
費量を完全にゼロにすることはできないが，省
エネルギーによって使うエネルギーを減らし，
太陽光発電などにより建物内でエネルギーを創
り出すこと（創エネ）によって使う分のエネル
ギーをつくることで，エネルギー消費量を正味
（ネット）でゼロにすることができる建物のこ
とである。
現在，ZEB を「先進的な建築設計によるエ
ネルギー負荷の抑制やパッシブ技術の採用によ
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る自然エネルギーの積極的な活用，高効率な設
備システムの導入等により，室内環境の質を維
持しつつ大幅な省エネルギー化を実現した上
で，再生可能エネルギーを導入することによ
り，エネルギー自立度を極力高め，年間の一次
エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目
指した建築物」と定義している。実際では，建

物のエネルギー消費量をゼロにするには，大幅
な省エネルギーと，大量の創エネルギーが必要
である。そのため，ZEB の実現・普及に向け
て，ゼロエネルギーの達成状況に応じて，定性
的及び定量的に４段階の ZEBシリーズが定義
されている。

３．ZEB定義の拡充

経済産業省資源エネルギー庁「ZEB ロード

マップフォローアップ委員会とりまとめ」（平
成 31 年３月）では，延べ面積 10,000㎡以上の
建築物は，年間の新築着工に占める割合が棟数
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ベースでは１％程度であるが，エネルギー消費
量ベースでは 36％程度と大きく，新築建築物
全体のエネルギー消費量に与える影響が大きい
ことから，エネルギー基本計画で設定した
2030 年目標を達成するためには，延べ面積
10,000㎡以上の建築物における ZEB化の実現・
普及が重要となるとしている。
そのため，ZEB の定義において，延べ面積
10,000 ㎡以上の建築物を対象とし，「ZEB 
Oriented」を追加するとともに，これまで建築
物全体（非住宅部分）でのみ ZEB の評価を可
能としていた複数用途建築物について，建築物
（非住宅部分）のうち一部の建物用途において
も評価可能となるよう，複数用途建築物におけ
る ZEBの評価方法を拡充している。

ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ゼ
ブ））
　省エネ（50％以上）＋創エネで 100％以上
の一次エネルギー消費量の削減を実現して
いる建物
Nearly ZEB（ニアリー・ネット・ゼロ・エ
ネルギー・ビル（ニアリー　ゼブ））
　省エネ（50％以上）＋創エネで 75％以上
の一次エネルギー消費量の削減を実現して
いる建物
ZEB Ready（ネット・ゼロ・エネルギー・
ビル・レディ（ゼブ　レディ））
　省エネで基準一次エネルギー消費量から
50％以上の一次エネルギー消費量の削減を
実現している建物
ZEB Oriented（ネット・ゼロ・エネルギー・
ビル・オリエンテッド）
　延べ面積 10000㎡以上で用途ごとに規定し
た一次エネルギー消費量の削減（※）を実現
し更なる省エネに向けた未評価技術
（WEBPRO において現時点で評価されてい
ない技術）を導入している建物

※�事務所等，学校，工場等：40％，ホテル等，病院
等，百貨店等，飲食店等，集会所等：30％

４．建築物省エネ法とBEI

平成 27 年７月，社会経済情勢の変化に伴い，
住宅・建築物におけるエネルギー消費量が著し
く増加していることを背景に「建築物のエネル
ギー消費性能の向上に関する法律」（以下，「建
築物省エネ法」）が公布され，平成 29 年４月に
全面施行された。
建築物省エネ法は，我が国における住宅・建
築物のエネルギー消費性能（以下，「省エネ性
能」）を向上させていくために，建築主等の自
発的な省エネ性能の向上を促す誘導措置に加
え，住宅・建築物の規模等に応じた規制措置を
講じている。誘導措置としては，「エネルギー
消費性能向上計画認定・容積率特例」，「基準適
合認定・表示制度」が挙げられる。一方，規制
措置は，延べ面積が 2,000㎡以上の建築物の
「建築物エネルギー消費性能基準（以下，「省エ
ネ基準」）」への適合義務，および従来の「エネ
ルギーの使用の合理化等に関する法律」で措置
されていた延べ面積が 300㎡以上の住宅・建築
物の新築等の「省エネ措置の届出」，さらに住
宅事業建築主が新築する一戸建て住宅に対する
「住宅トップランナー制度」で構成されている。
（ここでは，「住宅」とは戸建住宅や共同住宅な
ど，「建築物」とは住宅以外の建築物である。）
建築物省エネ法において住宅・建築物の省エ
ネ性能の評価対象となるのは，建物に設ける空
気調和設備，換気設備，照明設備，給湯設備，
昇降機である。なお，家電やＯＡ機器等のその
他の消費機器は評価の対象にならない。省エネ
基準適合義務対象の建築物の規制に係る省エネ
基準は，一次エネルギー消費量で評価し，性能
向上計画認定・容積率特例の誘導措置に係る誘
導基準は，一次エネルギー消費量および外皮の
性能で評価する。一方，住宅については，省エ
ネ基準，誘導基準のいずれにおいても，一次エ
ネルギー消費量および外皮の性能で評価する。
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また，建築物省エネ法では，住宅・建築物の
一次エネルギー消費量の基準の水準として，
BEI（Building Energy Index）という指標を用
いている。BEI は，実際に建てる建物の設計一
次エネルギー消費量を，地域や建物用途，室使
用条件などにより定められている基準一次エネ
ルギー消費量で除した値で評価し，新築される
住宅・建築物の一次エネルギー消費量基準に適
合となる水準は，BEI ≦ 1.0 となる。つまり，
新築される建築物においては，設計一次エネル
ギー消費量が基準一次エネルギー消費量以下で
あれば省エネ基準に適合しているということに
なる。
ZEB の評価でも建築物省エネ法と同様に，
BEI を用いている。BEI は，国立研究開発法人
建築研究所が公表している建築物のエネルギー
消費性能計算プログラムを使用して計算する。
再生可能エネルギーを除き BEI ≦ 0.50 の場合
に ZEB Ready，さらに再生可能エネルギー導
入によって 0.00 ＜ BEI ≦ 0.25 となる場合には
Nearly ZEB，BEI ≦ 0.00 と な る 場 合 に は
『ZEB』と判定される。このように ZEBの評価
に当たっては，建築物省エネ法の評価方法が用
いられている。

５．ZEB化のメリット

ZEB を実現することのメリットには，エネ
ルギー消費量を削減することのほかにも様々な
メリットがある。具体的には，大きく以下の四
つのメリットがある。
①　光熱費の削減
エネルギー消費量の削減に伴い，建物の運用
に係る光熱費を削減することができる。
②　快適性・生産性の向上
自然エネルギーの適切な活用，個人の好みに
配慮した空調や照明の制御などにより，省エネ
ルギーを実現しつつ快適性・生産性を向上させ
ることができる。

③　不動産価値の向上
ZEB のような環境・エネルギーに配慮した
建物は，他の一般的な建築物と比較して不動産
としての価値の向上，街としての魅力の向上な
どにつなげることができる。
④　事業継続性の向上
ZEB を実現することで，災害等の非常時に
おいて必要なエネルギー需要を削減することが
でき，さらに再生可能エネルギー等の活用によ
り部分的にではあってもエネルギーの自立を図
ることができる。
建築物を取り巻く関係者には，公共建築物の
オーナー，民間建築物のオーナー，テナント
（建物で働く人），建物を訪れる人など，さまざ
まな立場のステークホルダーが存在する。ZEB
化によって得られるメリットはその立場によっ
て異なるものの，それぞれの関係者に対するメ
リットが存在しているといえる。

６．ZEBを実現するための技術

ZEB を実現するための技術は，大きく「エ
ネルギーを減らすための技術（省エネ技術）」
と「エネルギーを作るための技術（創エネ技
術）」に分けられる。さらに，省エネ技術は，
「建物内の環境を適切に維持するために必要な
エネルギー量（エネルギーの需要）を減らすた
めの技術（パッシブ技術）」と「エネルギーを
効率的に利用するための技術（アクティブ技
術）」に分けることができる。
実際に ZEB を実現する場合には，①パッシ
ブ技術（PASSIVE）によってエネルギーの需
要を減らし，②どうしても必要となる需要につ
いてはアクティブ技術（ACTIVE）によって
エネルギーを無駄なく使用し，③そのエネル
ギーを創エネ技術（CREATE）によって賄う
といったステップで検討することが重要であ
る。また，建物の運用段階では，どこにエネル
ギーの無駄が発生しているか，どのように効率
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的に設備を運用するかなど，エネルギーをマネ
ジメントする技術（エネマネ技術）も重要であ
る。このエネマネ技術によって継続的なエネル
ギー消費量の削減を図ることがでる。
各技術の具体例としては，パッシブ技術で
は，外皮断熱（高性能断熱材，高性能断熱・遮
熱窓），日射遮

しゃ

蔽
へい

，自然採光などがある。アク
ティブ技術では，高効率空調，高効率照明など
があり，創エネ技術では，太陽光発電システム
がある。

７．ZEB設計ガイドライン

「一般社団法人　環境共創イニシアチブ」に
より，先進的な ZEB の紹介や Nearly ZEB の
設計手法について解説した設計実務者向けガイ

ドライン，および各設計ガイドラインに記載さ
れているモデルビル（ZEB）のエネルギー計算
に使用した「国立研究開発法人建築研究所計算
支援プログラム（Web プログラム）計算シー
ト（Excel）」が公開されている。詳細は，HP
を確認いただきたい。現在公開中の ZEB 設計
ガイドラインの建物としては，
・事務所（中規模事務所編，小規模事務所編）
・老人ホーム・福祉ホーム
・スーパーマーケット /ホームセンター
・病院（大規模病院編，中規模病院編）
・学校
・ホテル
がある。


